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1979年から 2006年にかけ，日本政府はインドシナ難民としてベトナム，カンボジア，ラオスから
の難民を受け入れてきた。現在もそのうちの約 1万人が日本国内に暮らしており，彼らの子や孫たち
の世代が，日本で学校に通い，社会人として生活する時代となった。
しかし，地域の日本語教室の中には，未だ難民 2世，3世の子どもたちの学習を支援するグループ
が存在しており，また，学校においてもそのような子どもたちの学習に対して何らかの対応がなされ
ている。なぜ，世代を経ているにもかかわらず，継続的な支援が必要とされているのか。本節では，
その課題を学習言語と生活言語という枠組みをもとに検討し，それに対するいくつかの支援策を学校
と民間団体の活動の双方から明らかにする。そして，それら支援策の抱える課題についても同時に考
察を進めていきたい。
第 1節「学習言語習得に困難を抱える児童」では，日本生まれで日本語の日常会話が堪能なインド
シナ難民の児童が，学校の勉強に困難を抱えている現状を踏まえた上で，そのことが学習時に使用さ
れる学習言語と，日常会話で使用される生活言語の違いから来ていることを，先行研究から導き出す。
第 2節「学校と市民による支援」では，子どもたちの日本語習得と授業理解に対して，これまでに
どのような支援が成されてきたのかを，学校そして民間の両面から考えていく。国際教室や日本語教
室での活動やそれぞれの学校現場が抱える問題点だけでなく，民間ボランティア団体による放課後の
学習教室がいくつかの地域で行われている現状や，短大生による家庭教師など，学校現場や自治体と
の協力の下で，民間の支援の輪も広がりを見せ，現在に至っていることを示す。
最後に，インドシナ難民の子どもたちが抱える学習問題の原因やその実状を踏まえた上で，現在の
学校・民間による支援の限界についても考察する。
第 1節　学習言語習得に困難を抱える児童
（1）実際に起きている問題
1980年代以降に来日したインドシナ難民にも世代交代が訪れ，現在は 1世，2世，3世が混在して
いる状況である。したがって，祖父母や親がインドシナ難民として来日した場合であっても，子ども
は日本生まれという例も多くみられる。そのような日本生まれの 2世や 3世たちの中には，多くが母
国で育った 1世たちとは違い，日本語での会話についてとりわけ困難を感じている人はほとんどいな
い。むしろ，日本語に関して言えば，親世代を助ける側に回っている。そのことは，1世に対する次
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の調査結果，日本語を使わざるを得ない時は，「子どもの助けを借りる」という率の高さからも明ら
かである。
しかし，日本語会話の流暢さと同時に，学習面での問題も指摘されている。川上（１）は，子どもた
ちは母語よりも日本語を得意とするが，その日本語力は必ずしも十分ではなく，教科学習が進まない
場合もある，成績不良のため進学や就職で不利になるケースも多い，と，会話としての日本語力と教
科学習に必要な日本語力について，その違いからくる課題を示している。
日常会話としての日本語と，教科学習に必要な日本語の違いに関しては，筆者自身がボランティア
として 2ヶ月間参与観察した，インドシナ難民であった人たちの子どもたちを対象とした放課後の学
習教室（２）においてもいくつかの例を確認することができた。週 2回，主にベトナム難民 2世，3世
の子どもたちが集う場で，放課後の 2時間，学校の勉強に沿った国語と算数，漢字のドリルを行うの
を手助けする活動である。ほとんどの子どもが日本生まれであり，友人同士で話す際には日本語を用
いており，日本語の会話に不自由している者は見受けられない。日本人の子どもと同じ遊びをし，休
み時間はゲームや携帯電話を使いこなす。
しかし，次の 3つの点で，日本人の子どもたちと大きく異なっていた。1つ目は，どの子どもも，
自らが属する学年よりも 1～ 2学年下の学年のドリルを使って勉強していたことである。順を追って
進めているが，なかなか自分が属している学年の内容まで到達しない。すなわち，少なくとも教室で
学習している算数と国語の教科学習に関しては後れをとってしまっているということである。2つ目
は，一昨年来日した女子児童が，日常会話が上達したにも関わらず，「学校のテストでは，何で点が
取れないんだろう」と嘆いていたことである。彼女は日本語を使って他人に内容を正しく伝えること
ができるようになったが，学校の社会科のテストの点数はなかなか上がらない。彼女の場合，日本生
まれ，日本育ちの難民 2世，3世には該当しないが，日本生まれ，日本育ちの難民 2世，3世の子ど
「日本におけるベトナム難民定住者（女性）についての適応調査報告書」
国際移住機関（IOM），2008年，p. 109より
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もたちに関しても状況は同じであった。日常会話の上達と教科学習に必要とされる日本語力には，獲
得するのに要する時間に差があるのではないかと，推測される。3つ目は，彼らが，漢字練習や計算
問題には比較的熱心に取り組んでいたことである。一瞬で解答が出せるような問題は得意とするもの
の，小学校高学年になって増える，とりわけ算数の文章問題を苦手としていた。国語に関しても文章
問題を初めから放棄してしまっていたことを考えると，日本語を文章として理解することに困難を抱
えていたと考えられる。
同じような事例は，インドシナ難民の 2世，3世だけでなく，中国帰国者や南米から来た人たちの
子どもに関しても指摘されている。高野（３）は外国人生徒の例として，2人の高校生の教科学習の理
解度について紹介した。1人は，ペルー国籍の日系人であり，義務教育就学以前に来日しており，両
親との会話はスペイン語，日本語会話についても他の生徒と遜色がないにも関わらず，教科学習にお
ける「書く」ことや「読解」については，その理解度が全体の 4割程度であり，学期毎の学年統一テ
ストでは「書く」ことの理解は 2割程度に止まっていた。もう 1人は，小学生の時に来日した中国国
籍の高校生で，家庭では中国語を話し，学校での日本語会話は前者と同様遜色はないが，全体の成績
は中程度であり，国語科の学習については 6割程度の理解，漢字テストでの「書く」ことの理解は 2
割程度の理解に留まっていた。この 2人の例からも，日本語会話と教科学習との間に用いられる言語
能力の違いやその獲得に要する期間の長短について検討することが可能である。
放課後の学習教室だけでなく，学校においても，同じような課題が存在する。筆者は，先に紹介し
た日本語教室に通う子どもたちの殆どが在籍する横浜市内の小学校へのインタビュー調査を行った。
放課後の学習教室と学校との間に共通する彼らの学習上の問題点，その関係性を探るためである。全
校児童 199名中 55名が外国につながる子どもたちで構成されているこの学校においても，両親共に
日本人の家庭，若しくは母語を持ちつつも両親が家庭内で日本語を話す家庭の子どもに比べて，家庭
内で日本語を用いて生活をしていない児童の学習面での苦労が大きいのは現実のようだ。学校によれ
ば，それは兄弟姉妹の有無や関係によっても異なるとのことである。兄や姉をもつ子どもは，家で兄
姉と日本語で話すことが多い。そのため，子どもが長男や長女である場合よりも，日本語で行われる
学習面での困難も軽減されやすい。「小学校は，生活の基本を教える場所であり，児童は学校で学ん
だことを学校外で練習し，身に付けていく。学校での教授言語は日本語，そこで日本語による日本的
な生活の基礎を教わるが，彼らの場合，その練習の場である家で日本語を使う機会がほとんどない。
そのため，両親が日本人の場合よりも明らかに練習の機会が少なくなってしまう。学習面での遅れに
は，そのようなことが関係しているのではないか」（４）とのことであった。
では，これまでに述べてきた「日常会話の日本語」ではなく，「教科学習に必要な日本語」とは一
体どのようなものなのであろうか。次に，その 2つを生活言語と学習言語の違いから検討する。
（2）　学習言語と生活言語
カナダの言語学者 Cumminsは，認知的で，学習的能力全般と強く関係している言語の能力の領域
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を日常会話で用いられる「生活言語能力（BICS＝ Basic Interpersonal Communication Skill）」と区
別して，「学習言語能力（CALP＝ Communicative Academic Language Proficiency）」と名付けた（５）。
先述した，子どもたちが日常会話で使っている日本語は，前者である「生活言語能力」としての日本
語に，後者の「学習言語能力」としての日本語は，教科学習に必要な日本語にそれぞれ当てはめるこ
とができる。
Cummins（６）によれば，学習言語は，学校や職場において使われる特別な言語であると共に，数学，
社会科，理科の教科書の文章題に用いられ，学校外では，ビジネスやファイナンス，科学，政治の
言語として活用されている言語能力である。また，学校内では，学校での勉強に成功するための言語
能力，すなわち，学習場面において，その内容を正しく理解し，それに対する自らの意見を表明する
ための能力とされる。学習の場面で使う言語には，普段の生活にほとんど使わない学問特有の専門用
語も含まれている。英語圏の教科書に，ギリシャ語やラテン語が語源の語が用いられていることがあ
るというはその一例である。また，Krashen（７）は，学習言語能力が，言語の知識と教科の知識という
異なる 2つの能力から構成されていることを示した。そして，教科の知識を得るための方策と言語獲
得が，人間の自立のために必要な道具であり，それは教育の初歩の目標でもあると位置づけている。
Crawford（８）は，この学習言語能力を，複雑な意味を持った，抽象的で分析が必要な考え方や表現に
要求される言語能力のレベルであるとしている。また，子どもがこの言語レベルを要求される場面の
例として，彼ら自身が自ら学んだことを記した文章を投稿することや，説得力のある口頭発表を挙
げている。Bennett（９）は，これを，比較，対照，描写，説得，要約，統合の面で優れた，とりわけ随
筆などの，文章を読み，書くために必要とされる能力であると位置づけている。この学習言語能力の
獲得に必要な年数は，6歳以上の子どもが第二言語の学習言語に到達するには平均的に少なくとも 5
年（10）かかり，いくつかの研究では，5～ 10年の期間を要する（11）と見られている。
一方，Gollnick & Chinn（12）は生活言語能力を，日々の会話に即した会話能力で，高いレベルの学
問的な状況においては機能せず，言語知識がそれほど要求されず，より簡単な語の組み立てから構
成されており，学問の場面で用いられるものよりも限られた語彙を用いるものとしている。また，
Bennett（13）によれば，生活言語能力は，学校の廊下，校庭，食堂での会話など，非公式な社会的場面
においてコミュニケーションを取るために必要とされる言語能力であるという位置づけが成されてい
る。このように，非公式な，日常会話において必要とされるコミュニケーション言語能力は「生活言
語能力」と呼ばれる。生活言語能力は，学習言語能力よりも期間を要さず，1～ 2年で習得が可能で
ある。そのため，1～ 2年の間で生活言語能力が身に付いていても，習得に最低 5年を要する学習言
語能力が身に付いていないという問題が生じる。
とりわけ，世界中の多くの学校で問題となっているのが，このように移民の子どもが受け入れ国の
生活言語を理解できても，学習言語を理解できていない場合である。前述した，子どもたちが抱える
様々な学習上の問題点もこの状況に当てはまる。しかし，予算等の関係から，学校や自治体による彼
らに対するサポートも長期のものとするのは難しい。筆者が訪れた学校では，日本語指導が必要な児
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童 1人に対し，年間 70回，市からの派遣教員要請が可能であった。但し，その時間数は人数によっ
ても異なり，人数が複数になる場合は，与えられた時間数の振り分けが必要であった。この点に関し
て，Cummins（14）はカナダの事例を通して，受け入れ国の多くの学校では，ESLの支援が移民の子ど
もたちに対して 1～ 2年の間しか行われないこと，また，教育学的な視点から見ると，この数字は無
作為で，ESLを受講する子どもたちのニーズを反映しているものではないことを指摘している。つま
り，生活言語が身に付いた時点で，学習に関しても問題が無いとみなしてしまい，本来属するべきク
ラスでの学習に戻らざるを得なくなってしまう。しかし，学習言語の習得には 5～ 10年かかること
を考慮すると，その後，その子どもは，何年か学習面で困難を抱えたまま生活をしなくてはならない。
学習言語と生活言語の習得期間の差によって生じる問題が，子どもの学習上の困難に強い影響を与え
ているのである。
また，自治体の支援が，本当にそれを必要としている児童・生徒に行き届いていない場合もある。
地方自治体によっては，「外国につながる子ども」という枠組みを設け，国籍を問わず，日本語に困
難を抱えている児童・生徒に対して教員を派遣し，支援を行うところもあるが，県立高校受験枠に合
わせて「日本国籍」と「外国籍」の二分法を用いている自治体も存在する。そのような地域では，日
本語指導は，外国籍の子どもにのみ適用され，日本国籍で学習に困難のある児童・生徒に対しての適
用はない。しかし，実際のところ，日本国籍を取得していない児童・生徒よりも，日本国籍を取得し
ている児童・生徒の方が支援を必要としている場合もある。次に，公立学校で実際に行われている支
援について，いくつかの事例をもとに示していきたい。また，アメリカで採用されている方法につい
ても言及し，比較する。
第 2節　学校と市民による支援
（1）学校における支援
学校における児童・生徒に対する日本語支援については，地域によって，その呼称が異なる。ここ
では，一般的に取り出し授業と呼ばれる方式について考えていきたい。教室の一斉授業に付いていく
だけの日本語能力がまだ備わっていない児童・生徒を，他の教室に移動させ，そこで彼らの理解を助
けるような授業を行うという方法である。前述した通り，多くの自治体では，支援が必要な 1人の子
どもあたりの予算が組まれ，複数になった場合はその人数に合わせた予算が配当され，時間数を配分
する仕組みとなっている。また，日本国籍の子どもには適用が無いケースもあれば，国籍にかかわら
ず日本語による学習に困難を抱える子どもすべてに適用が可能な自治体もある。
筆者は，神奈川県内のインドシナ難民の 2世，3世が多く住む 2つの自治体の小学校・中学校の国
際教室担当教員の先生方に，日本語に困難を抱えている児童・生徒に対し，学校側が行っている支援
方法について問合わせた。その結果，次のような回答が得られた。
226 インドシナ難民 2世，3世が抱える学習問題と学校・地域の対応（大谷）
A中学校
日本語が話せない子はいないが，数学など，本人の希望する一部の教科については取り出し授業
を行っている。市からは指導員補助がある。親のどちらかが外国人という子どもは 30人程度い
るが，彼らは自分のことを日本人だと認識しており，会話には全く不自由していない。しかし，
漢字や読み書きがきちんとできているのかどうかはわからない。
B中学校 市から日本語指導の人に来てもらっているが，国際クラスは設けていない。
C小学校
市から 1年間に母語支援に来校してもらえる回数が決まっているので，なるべく早い時期に集中
的に来てもらい，児童が早く日本語に慣れるよう配慮している。例えば，国語の場合，日本語教
室では，クラスの国語よりゆっくりしたペースでコミュニケーションを重視した授業を行う。文
字の読み書きが可能な子は文法を学ぶ。しかし，実際のところ，1年では勉強しきれないのでもっ
と延長して欲しい。
ここには，3校の事例のみを掲載したが，それぞれが抱えている事情が異なるため，やはり支援に
も地域差が存在している。また，日本に一度来日経験のある児童・生徒と，来日経験のない児童・生
徒を迎えるケースもあるため，状況も一定ではない。
インドシナ難民をはじめ，多くの外国につながる児童が在籍する，横浜市のいちょう小学校では，
かつてこのような日本語教室をいくつかに分けて指導していた（15）。それらは，児童の母語教室であ
るカンボジア教室と含めて，国際教室と称されていた。日本語に関係のあるのは，①日本語巡回指
導：編入したばかりの中国籍の児童で，まったく日本語が解らず，個別指導が必要と思われる子ど
もを対象に非常勤講師（かつての校長）が行う（週 2コマ連続）。②日本語教室：ひらがな組と漢字
組に分かれる。外国籍児童全員のうち，学級担任と国際教室担当教員が日本語の特別指導の必要性を
感じる児童を対象に学年の枠を外して，各自の能力に合わせて日本語の指導を行う（各組週 1コマ）。
③取り出し指導：日本語教室対象児童のうち，さらに特別指導が必要であると判断された児童を対象
にひらがな五十音の読み書きを中心に指導を行う（週 3コマ）。この取り組みを行っていた 1987年当
初は，インドシナ難民や中国帰国者を受け入れていたため，彼らの子どもたちが日本語に触れること
なく，学校に入学してくるというのが一般的であった。そのため，数の上でもある程度の人数が集
まったこと，また，入学以前に生活言語としての日本語が堪能で，学習言語に困難を抱えていると
いう児童が現在ほど多くなかったことが，このような授業展開につながったのではないかと推測でき
る。インドシナ難民の受入れが終了した現在では，日本語が何も解らない状態で来日するケースは稀
で，多くは学習言語が身に付いていないという可視化されにくい困難を抱えている生徒が多い。その
ような日本生まれで日本国籍をもつ子どもの場合，日常会話に支障がないにもかかわらず日本語教室
に強制的に参加させるというのは，彼ら自身にとっても学校側にとっても難しいことである。
筆者はボランティア先で，ドリル内に書かれている事柄について，ある子どもが日本語で理解でき
ない時に，他の普段日本語を話している子どもが，その時だけベトナム語を用いて熱心に説明して
いたのをしばしば目にした。そして，解らなかった子どもも納得するという流れである。教師が何度
日本語で教えても理解できなかったことをも，ベトナム語を使って子ども同士で解決していく。先に
インタビューのため訪れた小学校の先生が言及した，「子どもたちの母語を話すことのできる教師は，
このように日本語では伝わりにくいニュアンスを子どもたちが家で話している言語を用いてうまく説
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明することのできる教師」であると言えるであろう。しかし，インドシナ難民に関して言えば，日本
人で彼らの国の言語を理解できる人材が少ないばかりか，県内のほとんどの市町村では，公立学校の
教員募集要項には次のような記載がある。
「日本国籍を有しない人は，任用期限を付さない常勤講師としての採用となります（16）」
常勤講師は一般の教諭と業務の上では，ほぼ同じ内容をこなすことになっているが，待遇は専任に
準じる扱いである。日本国内全体が未だ外国籍住民を公務員として採用するという方向にないため，
これは県内だけに設けられた要件ではない。また，地域によっても事情が異なっており，特定の言語
能力に秀でた教員がいずれの地域においても必要とされているわけでなく，特定の地域に限って，特
定の言語が必要とされている状況が多い。このことは，必ずしも国籍による制限だけの問題ではない
ことを示している。前後するが，日本人が彼らの言語を理解できないというのは，日本の大学におけ
る第二外国語の選択科目に起因するところが大きいと考えられる。フランス語，スペイン語，中国語，
ドイツ語，ロシア語，ハングルの選択は可能であっても，それらの言語は日本に在住している外国人
の割合に応じたものではないため，ブラジルで話されているポルトガル語や，ベトナム語という選択
肢が設けられることは珍しい。ラオス語やカンボジア語に至っては，インドシナ難民が最初に来日し
てから 30年が経過しているにもかかわらず，一般の書店で専門の語学書を入手するのも難しい状態
である。
（2）民間団体による支援
このように学校で学習上の困難を抱えてしまっている，なかなか可視化されにくい児童・生徒の学
習をサポートするために，県内では民間ベースで様々な取り組みが行われてきた。その事例として，
県内各地で開かれている学習教室と，上智短大生たちによる家庭教師派遣制度を挙げることができる。
学習教室に関して言えば，2011年現在では，県内に 54（17）の教室が存在している。地域や創設年に
よって，対象とする子どもたちやその目的も異なる。しかし，その中にはインドシナ難民の来日を契
機に作られ，現在へと至っているグループも少なくない。また，当初は難民の子どもたちの学習支援
を目的としていたが，現在では難民の子どもたちの参加が殆どなくなり，近年来日したベトナムから
の留学生の子どもや南米からの労働者の子どもを受け入れている教室や，現在も殆どがインドシナ難
民の子どもたちで構成されている教室など様々であった。
先に紹介した，現在でもインドシナ難民の子どもたちで構成されている教室のひとつ，大和市にあ
る NGOかながわ難民定住援助協会が 10数年前に設けた学習教室は，周辺の小学校が日本語教室を
もたない中で，学校からの要請，連携のもと，進められた。かつて，大和定住促進センターで日本語
講師を務めていた講師を含む，専門的な日本語教育の技能を持つ講師が AJULT（公益社団法人国際
日本語普及協会）から毎回 2名派遣され，日本語を教えると共に，協会が募ったボランティアが子ど
もたちの勉強の進行状況を見守り，必要があれば手助けする。毎週 2回 2時間の教室が，年間 4ター
ム開催される。それぞれの回の開始前に NGO側が学校に申込書を持参し，学校側は日本語の指導が
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必要な子どもと指導を希望する子どもから参加者を募る。当初は，親と子が共に参加できる教室を検
討していたが，夕方 17：00－19：00という時間帯もあり，共働きの多い難民の家庭から親の参加は望
めなかった。また，10－20名の子どもの参加を見込んでいたが，実際には 30名まで増えてしまい，
予定していた講義形式の授業から，ドリル自習形式へと変わらざるを得なくなったという。教室は，
絵本の読み聞かせに始まり，国語，算数，漢字のドリルを行って終了となる。
民間によるもうひとつの支援方法は，家庭教師によるものである。これは，1987年に秦野市在住
のカンボジア難民の男性が，妻子 4人を殺してしまうという事件に衝撃を受けた周辺住民が，ボラン
ティアグループ「インドシナ難民の人々と共に歩む会」を設立したことに始まる。この会は，地域住
民と学生が，月 2回日曜日の 3時間，近隣に住むインドシナ難民の人たちに日本語を教える活動を開
始した。その後市役所が場所を提供した他，カトリック教会や上智短期大学，一般市民も場所の提供
を申し出た。はじめは，日本語を教えるボランティアやベビーシッターとしての参加であった上智短
大の学生たちは，次第に日曜の活動だけでは日本語学習の時間数が不足していることに気づき，カト
リック教会での夜間クラスを設けることを提案する。しかし，学習者の勤務後の時間に合わせると，
子どもの参加は難しいため，中止せざるを得なかったという。
そこで，学生たちがそれぞれの家庭に直接出向き，子どもの宿題や学校の勉強のサポートをしたり，
同居する家族に日本語を教えるという方法が考え出されたのである。この取り組みは，1988年秦野
市に住む 7家族から始まり，現在では，さらに周辺の市町村まで範囲を広げ，約 90名の短大生が 42
家族 80名の家庭教師として活躍している。ボランティア対象者も当初のインドシナ難民（ベトナム，
ラオス，カンボジア出身者）から，ペルー，ボリビアなどの日系人，その他の在日外国人にまで及ん
だ。それぞれの家庭，若しくは教会内で週 1回，1時間，個別指導方式が採られている。また，2007
年秋に秦野市と上智短期大学との間で地域連携活動協定が結ばれたことから，2008年秋からは，秦
野市の小中学校へも支援活動を広げている（18）。
また，学生たちは，先に挙げた学習内容の他，進学相談や役所に提出する書類の日本語書類の手伝
いなど，身近な生活の相談相手としても活躍しており，ボランティア先の人たちの言語，文化を学び，
彼らの母国の料理をごちそうになるという機会も同時に得ている（19）。このボランティア活動を希望
する学生には，1年次に日本語支援ボランティア養成講座（90分×6回，2008年度）に参加するこ
とが義務付けられている。春学期に開講される講座では，「家庭教師ボランティアの歴史」，「ボラン
ティア論」，「外国籍市民の現状」，「多文化共生」，「第二言語習得」，「異文化間コミュニケーション」，
「日本語教授法」についての講義と，2年次生のボランティア活動を見学することによって，ボラン
ティアとして最低限必要な知識を学ぶ機会が与えられる。
以上，2つの民間による学習支援の例を挙げたが，双方に共通することは，自治体や学校との連携
である。その大きな理由の 1つに，活動場所の確保がある。世代を経るということは，そのぶん対象
者も多くなり，教室を開く場所の拡大が必要となる。家庭教師という草の根活動に留まらず，たくさ
んの人数を一度に収容するためには，やはり行政の協力を得なくてはならない。
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2つ目は，彼らの学習支援を民間ベースで考えると，やはりその地域に住む市民有志によるボラン
ティア活動が大きな役割を果たしているという点にある。しかし，このような活動は同時に，支援者
の都合により，継続が難しくなるなどの問題点も抱えている。その他，メンバーの高齢化，社会の変
化に伴うボランティア人員の減少または増加，特定の地域における状況の変化など様々な要因が絡み
合ってボランティアによる教室は成り立っている。先に挙げた 2つの例が長年続いているのは，やは
り自治体や学校との連携や安定したメンバーの確保に因るものであると考えられる。
おわりに
本稿では，インドシナ難民の人たちが多く住む神奈川県において，彼らの 2世，3世を中心に生じ
ている言語に関する学習面での問題に関し，インタビュー調査やフィールドワークを通して筆者が得
たいくつかの例を挙げ，それらが学習言語と生活言語の習得期間の差から生まれていることを先行研
究から導き出した。また，学校と民間による双方の支援活動に触れ，その課題についても考察を加え
た。すなわち，言語習得過程における，インドシナ難民 2世，3世が抱える問題に，学校や地域住民
がどのように対処しているのか，その実際を明らかにするとともに，更に支援にどのような課題が考
えられるのかを考察することを目的とした。
第 1節「学習言語習得に困難を抱える児童」では，放課後の学習教室の事例と小学校へのインタ
ビュー調査から，日本語の日常会話に不自由していない児童・生徒が，教科学習になると困難を抱え
る現状について示した。そして，いくつかの先行研究から，学習言語と生活言語の習得に要する期間
の差が，彼らの教科学習を困難にしている原因であると考えるに至った。
第 2節「学校と市民による支援」では，第 1節の児童・生徒に対してどのような支援が行われてい
るのか，学校と民間による支援についてそれぞれ事例を挙げて述べた。学校に関しては，それぞれの
学校の置かれた日本語の学習言語に困難を抱える児童・生徒の在籍状況による違いと共に，行政によ
る学校へのサポート方法が自治体によって異なっていた。また，多言語に対応した教員採用の難しさ
と共に，そのような人材が必要とされる地域に限りがある上に，必要とされる言語も必ずしも一定で
はない。同時に，大学における第二外国語の選択に関しても，日本に住む外国人の比率に合わせた言
語を設定することが行われていないため，彼らの言語の話者が少ない傾向にあると言える。
民間による支援に関しては，民間 NGOによる活動と短大の学生有志による活動の 2つに焦点を当
てた。2つのグループの活動から，大学等の組織がバックにない NGOなどでは，活動場所確保のた
めに行政との関わりが不可欠である一方で，そのようなボランティア活動を継続させるために必要な
地域における一定の人材確保が重要であると考察するに至った。
結論として，次のようなことが挙げられるであろう。インドシナ難民の 2世，3世の中には，生活
言語は獲得済みであっても，学習言語の習得は家庭の言語事情や家族構成によって困難になる場合
があり，そのような子どもたちを支援するための方策が行政から補助を得た学校によって行われてい
る。しかし，学校側の状況も地域によって異なる上に，自治体によりその支援方法も異なっており，
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必要な子どもに必要な支援が必ずしも行き届いているとは言えない状況にある。また，日本生まれの
子どもたちの中には，その支援対象に該当しない，若しは該当していても自らその支援を望まないと
いう状況も考えられる。子どもたちの母語を話すことのできる教師に関しても，その人材の養成に言
語の必要性が強く求められているわけではなく，日本人が日本国内においてインドシナ難民が母語と
する言語を学習する機会を得ることが難しい状況にある。また，民間グループによる支援には，短大
による支援や NGOなど市民有志による支援が挙げられるが，前者に関しては継続的な支援や場所の
確保がある程度可能なものの，後者に関しては活動場所の確保について行政の協力が不可欠であると
同時に，地域での人材の確保についてはその長期的な安定が求められている。そのような課題を解決
した上で，子どもたちへの長期的かつ安定した支援が可能であると考えられる。
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